






















第ーに、 こうした難題に積極的に取り組もうとする世界の若者が集ったことである。 参加者は「東アジア

の共生を考える」という趣旨に賛同し応募している。 そこにはこの課題に自ら積極的に取り組もうとする

世界市民としての姿勢が現れている。 第二に、 その困難さが逆にシティズンシップに必要な様々な能力を

引き出した可能性がある。 対立克服に対話は必須であり、 その前提に民主的文化とそのための能力は必要

だからである。 第三に、 12 も語るように、 報道などでは常に自国中心の立場から一方的に相手を見るた

め、 誤解、 対立が必至だが、 相手を尊重しその意見に耳を傾けようという思いで集った参加者が、 交流で

深められた友情を基盤に、 そのような意識がさらに高められ、 結果、 報道で見た光景とは全く異なる、 協

調に満ちた雰囲気を目撃、 解決不可能と思えた難題もこの仲間となら解決できるかもしれないと思えたか

らであろう。 第四に、 異なる、 または対立する他者との間で良質な対話の場を提供する上で、 教師や環境

の役割が重要であることは様々な先行研究が述べている (Byram, 2008: 森山， 2019a: 森山， 2020a) が、

授業として開催されたフォ ー ラムという環境も良質な対話を促進し、 困難な問題をも解決に向かわせた可

能性がある。

集団間の関係改善における接触の重要性を説いた「接触仮説」 (Allport, 1954) は、 良好な関係を築＜た

めの要件として、 ①対等な地位、 ②目標の共有、 ③相互協力的関係、 ④制度化された支援を挙げた。 本

フォ ー ラムでは教師の支援と守られた環境の下（④)、参加者が対等で相互協力的な関係を築きながら（① 

③)、 東アジアの共生をめざしており（②)、 接触仮説の4条件を滴たしている。 そのような観点からも本

フォ ー ラムは参加者間に良好な関係を築く場を提供し、 東アジアの対立解決のための民主的対話が実現し

得たのであろう。

RFCDC は二度の大戦による悲劇を克服せんと、 ヨ ー ロッパが長い年月をかけて構築したものである。

それゆえ、 国家間の対立克服に必須の、 様々な能力が網羅されている。 同じく大戦ゆえに対立を続ける東

アジアの共生を考える目的で開催され、 無事に成功を収めたこのフォ ー ラムにも、 RFCDCはふさわしい

評価尺度となり得たのであろう。

6. 結論

本稿の目的は、 第 8 回国際学生フォ ー ラムの間文化的シティズンシップ教育としての成果を考察するこ

とであった。 結論として、 本実践は RFCDC が定めた様々な能力を使用する場となっており、 間文化的シ

ティズンシップとして有効に機能していたことが示された。

但し、 フォ ー ラムに改善点がなかったわけではない。 東アジアの共生は容易に意見の一致を見ることが

できない問題で、 合意形成には十分な時間が必要であり、 かつ 一層の寛容さが求められる。 何人かの学生

も指摘していたが、 10日間の日程が十分でないことは明らかである。 またフォ ー ラムを丸く収めようと、

議論や対話に妥協があった可能性もある。 とは言うものの、 世界から集った初対面の学生たちが、 限られ

た時間的制約の中でこのように解決困難な問題に取り組んだことは意義あることであり、 それを通じ学生

たちは大きな達成感を得たことも事実である。 こうした成功体験をもとに、 未来を担う学生たちが、 対立

の絶えない東アジアに共生をもたらす力となってくれることを祈りたい。

最後に研究上の問題点として、 まず、 今回は日本人参加者のみを対象とした点である。 今後、 それ以外

の参加者の分析も行う必要がある。 また、 間文化的シティズンシップ教育の枠組みとして有効なRFCDC

を、 今回、 評価の尺度としては用いたものの、 その企画、 運営の段階では用いなかった。 そのため、

CDC 全ての育成に最適な環境が満遍なくフォ ー ラムに盛り込まれたとは言えず、 CDC 育成の場として最
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善のものにはならなかった可能性がある。 また、 評価の際に用いられたレポ ー トも、CDCを判定するに

ふさわしいものであったか疑問である。 さらに学生の変容を見るには、 事前・事後の調査とその比較も必

要である。 今後は企画の段階からRFCDCを用い、 評価法も改善し、 それらの能力が実際に育まれたかど

うかをより正確に測ることが望まれる。
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